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そのような考察により，日本企業の持続的競争優位の構築に向けて 

何らかの示唆が得られるのではないか？ 

１． 問題意識 

バブル経済崩壊以降，日本企業は事業再構築を行ってきており， 

その先駆けがエレクトロニクス企業の半導体事業ではないか？ 

３度の業績悪化（1990年代後半，2000年代前半，後半）以降， 

未だに持続的競争優位の再構築に至っていないことから， 

ＮＥＣ（ＮＥＣエレクトロニクス）の半導体事業の一連の事業再構築を 

考察する必要があるのではないか？ 

半導体事業は変化が激し過ぎるため， 

評価が定まることを待っていては研究は何も進まない 

→敢えて直近の事例（2010/4/１付けの経営統合）に着目 



ＮＥＣエレクトロニクス（当時），ルネサスエレクトロニクス関係者への 

インタビュー調査（2008/4/28，2008/5/13，2008/5/23，2010/6/14）， 

ＮＥＣエレクトロニクス（当時）幹部社員の講演会（2007/9/3，2008/9/11，2009/7/6）， 

各種メディア情報などにより，個別事象の把握を積み上げる 

経営戦略論，半導体産業，半導体事業の先行研究を踏まえて， 

持続的競争優位の源泉に関し，組織能力を重視する立場から 

    半導体事業全般に求められるマネジメント要因  を考察 

Cf． 角田光弘[2005]，[2006]，[2007] 

今回フォーカスするのは，事業再構築過程での 

ルネサスエレクトロニクスへの経営統合 

２． 研究の方法 



企業を取り巻く環境の変化は益々激化，複雑化している 

持続的競争優位を構築するためには， 

顧客に支持され，かつ競合他社に模倣されない新製品や新事業を

継続的に市場に提供できる組織能力を構築する必要がある 

トップ・マネジメントのアイディアだけでは戦略構築は困難 

２． 研究の方法 
－持続的競争優位の源泉に関し，組織能力を重視する立場とは？ 

トップ・マネジメントのビジョンや戦略的意図の下， 

従業員からの創造的なアイディアや活動をいかに引き出し， 

組織学習や組織間学習を促進するかが 

新たな戦略形成にとって極めて重要 



顧客ニーズ，要求スペックの多様化，高度化  

－微細化，大容量化，高速化，低消費電力，Zero Defect 

３． 半導体事業の競争環境の変化 
－1990年代前半頃を境として何が違うのか？ 

半導体製品の種類の増加，小ロット化，ライフサイクルの短期化
－コンピュータ（汎用機など），大型ネットワーク機器，オーディオ製品向け半導体 

－PC，多機能携帯電話，携帯音楽プレイヤー，薄型テレビ，DVDレコーダー向け半導体 

－自動車，産業機器向け半導体 

エレクトロニクス企業の資金調達力の低下 
－コングロマリットプレミアム → コングロマリットディスカウント 

注． ＮＥＣエレクトロニクス（当時）幹部社員の講演会，各種メディア情報などに基づく 



個々の半導体事業の将来性や 

キラー・アプリケーションの将来的な売れ筋動向の見極め 

４． 半導体事業における持続的競争優位の構築 
   に向けた戦略的課題 

デザイン・インのより一層の推進 
－微細化，大容量化，高速化，低消費電力，Zero Defectなどの 

  顧客の個別ニーズの多様化，高度化に対する提案力，品質対応力，短納期対応力 

稼働率の維持，向上，原価低減のより一層の推進 
－微細加工技術を最大限早期に高度化，安定化させ， 

  かつ小ロット化，ライフサイクルが短期化している個別案件を 

  できる限り多数，継続的に受注することなど 

注． ＮＥＣエレクトロニクス（当時）幹部社員の講演会，各種メディア情報などに基づく 



顧客に支持されるような新製品，新事業を継続的に創出できるような 

組織学習や組織間学習の推進に向けた処遇制度が機能している組織 

 

上記投資に対するトップ・マネジメントの意思決定を可能にする資金調達力 

個々の半導体事業の将来性に関するトップ・マネジメントの自己認識能力 

５． 半導体事業全般に求められるマネジメント要因 

個々の半導体事業の将来性を十分に認識した上での 

生産設備投資，研究開発投資，人的資源開発投資に対する 

トップ・マネジメントの意思決定能力 

上記投資が自社で十分に行えない場合， 

他社との戦略的提携に対するトップ・マネジメントの意思決定能力 



組織構造；社内カンパニー → 分社 → 株式上場 → 経営統合 
－2000/4/3ＮＥＣエレクトロンデバイス（社内カンパニー） 

 －顧客特性や事業特性に合わせた経営を行うことで， 

   グローバル・コンペチタである専業者との競争に勝てる仕組みを構築 

－2002/11/1ＮＥＣエレクトロニクス㈱（分社型会社分割，ＮＥＣ連結対象） 

 －変動性の高い半導体事業特性に適した資金調達の実施などを目指す 

－2003/7/23東京証券取引所市場第一部上場 

－2010/4/1ルネサステクノロジと経営統合し，ルネサスエレクトロニクスとして存続 

６． 1990年代後半以降の事業再構築の概要 

事業の選択と集中 
－継続事業；System ＬＳＩ，ＭＣＵ，個別半導体 

－分離事業；ＤＲＡＭ（日立製作所と合弁で現・エルピーダメモリ設立） 

－国内生産；前工程，高付加価値生産へシフト／ＤＲＡＭ→広島エルピーダへ売却 

－海外生産；ＤＲＡＭからの撤退，休止，清算／清算，後工程へシフト 



７． 今回フォーカスする事業再構築内容とその考察 
－ルネサスエレクトロニクスへの経営統合① 

注． NECエレクトロニクス・ルネサステクノロジ・ニュース・リリース（2009/4/27），関係者へのインタビュー調査に基づく 

Official Statement（2009/4/27・両社ニュース・リリース） 

－世界的な半導体市場の競争が激化する中， 

  より一層の経営基盤と技術力の強化を図り， 

  顧客満足の更なる向上を通じて企業価値の増大に努めることを目指す 

大きな理由は，ＭＣＵ（Micro Controller Unit）分野での 

世界シェア１位（旧ルネサステクノロジ18％），２位（旧ＮＥＣエレクトロニクス12％）を合わせて 

Ｎｏ．１シェアの事業を作り，スケール・メリットを追求すること 



注． NECエレクトロニクス・ルネサステクノロジ・ニュース・リリース（2010/3/16），関係者へのインタビュー調査に基づく 

経営統合メリット 

－製品系列や生産拠点の統合は，今後の課題 

７． 今回フォーカスする事業再構築内容とその考察 
－ルネサスエレクトロニクスへの経営統合② 
－ 経営統合メリット，幹部人事 

幹部人事 

－会長；山口純史・旧ＥＬ社長，社長；赤尾泰・旧ＲＴ社長 

－マネジャークラス以上は，各部門ともたすきがけ 



出所． ルネサスエレクトロニクス・ニュース・リリース（2010/7/6，2010/7/29），同「2011年3月期第１四半期決算概要」（2010/7/29） 

事業ポートフォリオの最適化により，成長事業にリソースを集中 
－SoC（System on Chip）事業；モバイル端末向け，コンシューマ向け，産業・ネットワーク向け 

－マイコン事業；汎用マイコン，車載用マイコン 

－A&P（Analog & Power）半導体事業；パワーデバイス製品，光・高周波製品，電源アナログ，モータドライバ 

７． 今回フォーカスする事業再構築内容とその考察 
－ルネサスエレクトロニクスへの経営統合③ 
－ 7/29付け「市場変化に耐性のある事業基盤構築を目指す『成長戦略および構造対策』」① 

社会のインフラを支える事業の強化 
－Nokiaと通信規格に関する半導体ソリューション，モデム技術の開発について戦略的提携 

－同提携に基づき，Nokiaのワイヤレスモデム事業を約2億ドル（約180億円）で買収 

海外事業の強化 
－10/1から 現地社員をトップとし， 

  マーケティングから設計，販売，生産（後工程）までタイムリーに意思決定ができる体制を 

  中国の現地販売法人内に発足させる 



出所． ルネサスエレクトロニクス・ニュース・リリース（2010/7/6，2010/7/29），同「2011年3月期第１四半期決算概要」（2010/7/29） 

国内特約店半減を含む販売チャネルの最適化 
－力のある特約店，代理店を中心に販売チャネルの再編（国内特約店30社を16社に半減） 

－１チャネルの規模増・集中化による販売力の強化 

７． 今回フォーカスする事業再構築内容とその考察 
－ルネサスエレクトロニクスへの経営統合③ 
－ 7/29付け「市場変化に耐性のある事業基盤構築を目指す『成長戦略および構造対策』」② 

28nm以降の先端プロセスの生産をファウンドリに全面委託 
－TSMC（台湾企業），他のグローバルファウンドリーズと提携 

－次世代以降を見通すプロセス要素技術はIBMとの共同研究を継続 

人的効率化の推進 
－2010～2012年度にネットで3,000人を削減（48,000人体制⇒45,000人体制） 

－グループ外への発注（外注）を含めたトータル人的リソースを10％削減（1,000人相当） 



28nm以降の先端プロセスの生産をファウンドリに全面委託することに対して； 

IDM（Integrated Device Manufacturer，垂直統合型半導体企業）からの歴史的転換 

－トップの大いなる意思決定能力 ⇔ 需給サイクルや資金調達力に対する厳しい自己認識 

経営統合当初のたすきがけ人事，今後の会社としての意思決定に対して； 

エルピーダメモリの発足とその後の状況が参考or反面教師？ 
－たすきがけ人事による意思決定の遅れ 

－その結果，2002/11/1 外部より坂本幸雄社長就任 

 

ＭＣＵ分野でのNo.1シェアによるスケール・メリットを追求したことに対して； 

半導体事業におけるシェア獲得の戦略的な意義 
－マーケット動向の把握 

－稼働率の維持，向上，原価低減のより一層の推進 

７． 今回フォーカスする事業再構築内容とその考察 
－ルネサスエレクトロニクスへの経営統合④ 
－半導体事業における持続的競争優位の構築に向けた戦略的課題， 
  半導体事業全般に求められるマネジメント要因の視点から 



ルネサスエレクトロニクスの経営統合の状況を 

今後もフォローアップしていきたい 

８． 今後の研究課題 

個々の半導体事業（System LSI ，MCU）に求められる 

マネジメント要因の視点での考察 

考察対象を半導体事業の主要企業である 

東芝，富士通へ拡げ， 

半導体事業の持続的競争優位の構築に向けた 

マネジメント要因に対する知見を得たい 



Flash Memory事業に求められるマネジメント要因 

微細化，大容量化，高速化，低消費電力化という戦略的課題への対応に向けた 

コア技術の継続的な開発 

補足１． 個々の半導体事業に求められるマネジメント要因 

System LSI ，MCU事業に求められるマネジメント要因 

優良顧客に対するデザイン・インの繰り返しによる囲い込み 

微細化，大容量化，高速化，低消費電力化，Zero Defectという戦略的課題への対応に向けた 

コア技術の継続的な開発 

搭載ソフトウェア開発ツール群の整備 

搭載ソフトウェア開発を請け負う場合のプロジェクト・マネジメント力 
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